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バルなマクロ計量モデルである E3MG を用いて分析したものである。 
 我々の分析結果では、原発をゼロにすることが GDP に与える影響はゼロに近く、雇用は若干増加
する。また、CO2 排出削減目標のための炭素税を税収中立的な環境税制改革の形で導入した場合に





 本研究は、2012 年 6 月に日本政府が提示した、2030 年の電源構成に占める原子力発電比率に関
する「3 つの選択肢」について、実質 GDP や雇用などの経済指標にどのような違いが生じるかを、国
際マクロ計量モデル E3MG を用いて分析・検討するものである。その際、温室効果ガス削減の中期
目標（2020 年度までに 1990 年比 0%、15%、25%減）を制約条件として、これを達成するための環境
税制改革をも検討対象とする。これにより、脱原発や環境税が経済に悪影響を与えるとの見方を再検
証する。 
2011 年 3 月に福島第一原子力発電所事故（以下、福島事故）が発生し、原子力発電（原発）の危
険性を日本国民はあらためて認識した。脱原発を求める世論の高まりを当時の民主党政権は無視す
るわけにはいかず、「エネルギー計本計画」の見直しに着手した。そして 2012 年の夏には、2030 年
の電源構成に占める原子力比率に関して 0％、15％、20～25％という「3 つの選択肢」を国民に示し
た。従来の「エネルギー基本計画」（最新版は 2010 年 6 月）では電力に占める原子力の比率を 2030
年に 45%に増加させる目標であったが1、当時の政府は脱原発依存に舵を切った。「3 つの選択肢」
に基づく国民的議論を受けて、「2030 年代に原発稼働ゼロを可能とする」主旨の「革新的エネルギ
ー・環境政策」が 2012 年 9 月に策定された。その後、2012 年 12 月に衆議院選挙、2013 年 7 月に参
議院選挙が行われたが、原発政策は優先順位の高い争点とはならず、過去に原発を推進してきた自
由民主党がいずれも勝利した。しかしながら、エネルギー政策をどうするかという問題の重要性には今
                                                          






ついては、上述の「3 つの選択肢」の参考資料として 4 つの研究機関の試算結果が提示され、僅かな
差ではあるが、原発比率を減らすほど 2030 年の電気代が上昇し、実質 GDP が悪化することが示唆




性が示唆されている（→第 4 節）。 
本研究は、グローバルなマクロ計量モデルである E3MG モデル (Energy-Environment-Economy 






次節では本研究の政策的背景について説明する。そして第 3 節では「3 つの選択肢」の詳細、およ
び参考資料とされた 4 機関のモデル分析からの知見について論じる。第 4 節では環境税制改革と
「二重の配当」の概念について論じた上で、この文脈で E3MG を用いて行われた既存研究について
も紹介する。第 5 節で E3MG モデルについて簡単な解説を行う。第 6 節と第 7 節では本研究で評価






ないという考えが、広く浸透してきた。2011 年 12 月に政府のコスト等検証委員会が発表した報告書で
は、キロワット時あたりの発電単価は石炭火力 9.5 円、ガス火力 10.7 円に対して、原発の場合は 8.9












ー特別措置法（固定価格買取制度）を 2011 年夏に成立させた。菅直人の辞任後、9 月 2 日付けで野
田佳彦が後任となり、首相が議長となる「国家戦略会議」の下、2011 年 10 月に国家戦略担当大臣を
議長とする「エネルギー・環境会議」を設け、脱原発を視野にいれた、日本のエネルギー政策の再検
討が開始された。 
2012 年 6 月 29 日にエネルギー・環境会議がまとめた「エネルギー・環境に関する選択肢」（いわゆ






施した。その結果、原発ゼロを求める国民世論が優勢であることが明らかになった。そこで、9 月 14 日
に「革新的エネルギー・環境戦略」の名で原発をゼロにするシナリオを骨子とする政策が公表された4。






一方で、2009 年に鳩山由紀夫首相が、2020 年までに温室効果ガスを 1990 年比で 25%削減する
ことを国内外に宣言したことから、これが公式の削減目標（中期目標）となっていた。しかし福島事故
によって原発の推進が困難になったため、それを大黒柱とする中期目標の達成も厳しいとの意見が
多くだされた。2012 年 9 月 14 日の「革新的エネルギー・環境戦略」には、「2020 年時点の温室効果
ガス排出量は、原発の稼働が確実なものではないことからある程度の幅で検討せざるを得ないが、一
定の前提をおいて計算すると、5～9％削減(1990 年比)となる」と明記された。 
                                                          
2日本の原発の発電単価(8.9 円/kWh 以上)から資本費を差し引くと 6.4 円/kWh 以上となる(Energy and 
Environment Council 2012b、p.14)。また、原発の燃料費は使用済み燃料を直接処分するモデルで、バックエ
ンド費用も含めて 1.0 円/kWh とされる（コスト等検証委員会報告書 2011、p.39）。 
3 Energy and Environment Council (2012a)を参照。 
4 Energy and Environment Council (2012c)を参照。 
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 前政権でまとめられた「3 つの選択肢」では、発電電力量に占める原子力比率 0%、15%、20～25%
という 3 つのシナリオについて、4 つの研究機関の試算が示された。これらが本研究における重要な
参照資料となる。分析を行ったのは国立環境研究所、大阪大学・伴金美教授、慶応義塾大学・野村
浩二准教授、地球環境産業技術研究機構(RITE)の 4 者である。 






 表 2 に示すように「3 つの選択肢」には、表 1 の設定に基づいて 4 者が分析を行った結果とともに、
3 つのシナリオの電源構成、経済指標、CO2 排出量などが要約表として示されている。 
 
表 1 経済モデルにおけるチューニングのための設定値（2030 年時点） 
 2010 年 2030 年 
自然体 0 ｼﾅﾘｵ 15 ｼﾅﾘｵ 20 ｼﾅﾘｵ 25 ｼﾅﾘｵ 
発電電力量(兆 kWh) 約 1.1 1.1240 1.1014 1.1320 1.1328 1.1354 
原発比率 26% 24% 0% 15% 20% 25% 
火力発電比率 63% 65% 62% 54% 48% 48% 
 石炭 24% 26% 20% 20% 17% 17% 
 LNG 29% 32% 37% 29% 26% 26% 
 石油 10% 7% 6% 5% 5% 5% 
再生エネ比率 10％ 10% 38% 31% 31% 26% 
 太陽光 - 0% 8% 7% 7% 6% 
 風力 - 0% 10% 7% 7% 4% 
 水力・地熱 - 9% 16% 14% 14% 14% 
 バイオマス - 1% 4% 3% 3% 3% 
CO2 排出量(百万 tCO2) - 999 836 825 795 789 
出典：Ban(2013、p.38)より作成。ただし、発電電力量の単位と 2010 年の電源構成は表 2 にもとづく。 
注： 本稿の後の分析では 20%と 25%のシナリオをひとつにまとめて取り扱う。 
 
 「革新的エネルギー・環境戦略」では再生可能エネルギーの普及のための政策を具体的に挙げて










表 2 シナリオごとの 2030 年の姿（総括） 
  2010 年 2030 年 
ゼロシナリオ 15 シナリオ 20～25 シナリオ 
追加対策前 追加対策後 
電源構成 原発依存度 26% 0% (-25%) 0% (-25%) 15% (-10%) 20-25% (-5%--1%) 
再生可能エネルギー 10% 30% (+20%) 35% (+25%) 30% (+20%) 30-25% (+20-
+15%) 
火力 63% 70% (+5%) 65% (+0%) 55% (-10%) 50% (-15%) 
 石炭 24% 28% (+4%) 21% (-3%) 20% (-4%) 18% (-6%) 
LNG 29% 36% (+7%) 38% (+9%) 29% (+0%) 27% (-2%) 
石油 10% 6% (-4%) 6% (-4%) 5% (-5%) 5% (-5%) 
省 エ ネ ル
ギー量 
発電電力量（兆 kWh） 約 1.1 約 1 (1 割減) 約 1 (1 割減) 約 1 (1 割減) 約 1 (1 割減) 
最終エネルギー消費量 3.9 億 kL 3.1 億 kL 3.0 億 kL 3.1 億 kL 3.1 億 kL 
原子力 原発依存度 26% 0% (-25%) 0% (-25%) 15% (-10%) 20-25% (-5%-1%) 
エ ネ ル ギ
ー 安 全 保
障の強化 
化石燃料依存度 63% 70% (+5%) 65% (+0%) 55% (-10%) 50% (-15%) 
化石燃料輸入額 
(一次ｴﾈﾙｷﾞｰ供給ﾍﾞｰｽ) 
17 兆円 17 兆円 16 兆円 16 兆円 15 兆円 
天然ガスシフトを進める 
地 球 温 暖
化 問 題 解
決 へ の 貢
献 
再生可能ｴﾈﾙｷﾞｰ比率 10% 30% (+20%) 35% (+25%) 30% (+20%) 30-25% (+20-
+15%) 
非化石電源比率 37% 30% (-5%) 35% (+0%) 45% (+10%) 50% (+15%) 
火 力 発 電 ( コ ジ ェ ネ を 含 む ) 
の石炭：ガス比率 
1: 1.2 1:1.3 1: 1.8 1: 1.5 1: 1.5 
温室効果ガス排
出量(1990 年比) 
2030 - -16% -23% -23% -25% 
2020 - +0% (原発 0%), 
-5% (原発 14%) 






 発電コスト (円/kWh) 8.6 - 15.1 (+6.5) 14.1 (+5.5) 14.1 (+5.5) 
 系統対策コスト  
(兆円、2030 年までの累積) 












   国立環境研究所  
1.0 
- 1.4 1.4 1.4 
   大阪大学・伴教授 - 1.5 1.4 1.2 
   慶應義塾大学・野村准教授 - 2.1 1.8 1.8 
   地球環境産業技術研究機構(RITE) - 2.0 1.8 1.8 
 実質 GDP   
   国立環境研究所 2010 年 
511 兆円 
636(2030 BAU) 628 634 634 
   大阪大学・伴教授 624(2030 BAU) 608 611 614 
   慶應義塾大学・野村准教授 625(2030 BAU) 609 616 617 
   地球環境産業技術研究機構(RITE) 609(2030 BAU) 564 579 581 
出典：Energy and Environment Council(2012a)、p.14 より作成。 
注： 表 1 と表 2 は異なる資料に基づくもので、値が完全には一致しないものもある。 






ここで、自然体シナリオと 3 つのシナリオとの違いは、主に CO2 排出量制約の違いに由来している。
自然体シナリオと比べて 3 つのシナリオでは CO2 排出量を抑え、再生可能エネルギー導入量を増や
す設定となっており、そのことが電気代を高め実質 GDP を悪化させている(Ban 2013、p.39)。いずれ
の分析でも原発が 0%となるシナリオ（ゼロシナリオ）において実質 GDP の減少幅と電気代の上昇幅
が最も大きく現れているが、実際にはシナリオごとに見れば影響に大きな差があるわけではない。 
表 2 の数値に基づいて、「25 シナリオ」を基準にした家庭の電気代との差と、2010 年から 2030 年
までの電気代の上昇率を表 3 に示した。彼らの計算結果が公表された時に、新聞などでは脱原発す
れば電気代が 2 倍になる（月あたり 1 万円の電気代が 2 万円になる）などと報じられたが、実際には
3 つのシナリオではいずれも電気代は上昇するのであり、シナリオ間で電気代にはそれほど大きな違
いはない。2010 年から 2030 年までの間にこの水準まで電気代が上がるとすれば年あたりの上昇率は
1.7～3.8％程度である。 
 
表 3 2030 年の電気代の差と年あたり上昇率 
  電気代の差（2030 年、万円/月） 電気代の上昇率（％/年） 
  ｾﾞﾛｼﾅﾘｵ 15 ｼﾅﾘｵ 25 ｼﾅﾘｵ ｾﾞﾛｼﾅﾘｵ 15 ｼﾅﾘｵ 25 ｼﾅﾘｵ 
国立環境研究所 0 0 0 1.7% 1.7% 1.7% 
大阪大学・伴教授 +0.3 +0.2 0 2.0% 1.7% 0.9% 
慶應義塾大学・野村准教授 +0.3 0 0 3.8% 3.0% 3.0% 
地球環境産業研究機構(RITE) +0.2 0 0 3.5% 3.0% 3.0% 
出典：表 2 より筆者計算 
 
表４ 2030 年の実質 GDP の差と年成長率 
  実質 GDP の差（2030 年、兆円） 年成長率（％/年） 
  ｾﾞﾛｼﾅﾘｵ 15 ｼﾅﾘｵ 25 ｼﾅﾘｵ ｾﾞﾛｼﾅﾘｵ 15 ｼﾅﾘｵ 25 ｼﾅﾘｵ 
国立環境研究所 -6 0 0 1.04% 1.08% 1.08% 
大阪大学・伴教授 -6 -3 0 0.87% 0.90% 0.92% 
慶應義塾大学・野村准教授 -8 -1 0 0.88% 0.94% 0.95% 
地球環境産業研究機構(RITE) -17 -2 0 0.49% 0.63% 0.64% 
出典：表 2 より筆者計算 
 
表 2 に示されたシナリオごとの 2030 年における実質 GDP の差を、原発 25%シナリオを基準として
示したものが表 4 である。分析プロジェクトに参加した伴教授によれば、「興味深いのは、「0 シナリオ」
から「25 シナリオ」を比較すれば、RITE の試算結果を除いて、原発比率の違いは GDP への影響に
大きな差異をもたらさないことである」、「すなわち、「0 シナリオ」を選択しても、「25 シナリオ」と比較す























 ところで、表 2 の原典の脚注 4 には「価格の上昇効果と節電の効果の双方を勘案したもの。また、経
済モデル分析では、省エネに伴う経済的負担を炭素税で表現しており、エネルギー価格にはその炭
素税が含まれている。この表中の電気代もそのような炭素税を加味した金額になっていることに留意





et al 2009 を、現在行われている税収還元方式についてのレビューは Cambridge Econometrics 
2013 を参照）。 
 脱原発に加えて炭素税がモデルに含まれると、影響分析の設定と解釈が複雑なものとなるが、すで
に「3 つの選択肢」の分析では事実上そのような設定になっている。その際、明示的に CO2 排出制約
をシナリオの選択肢に含め、同じ制約のもとで政策の比較ができるようにすることには大きな意義があ
る。 
                                                          




E3ME モデル(An energy-environment-economy model of Europe)を駆使して、EU における環境税
制改革や排出枠取引制度などの低炭素政策の分析を先駆的に行い、「二重の配当」を巡る議論にと
って重要な役割を果たしてきた（例えば、Andersen and Ekins 2009; Ekins and Speck 2011）。これを
グローバルな規模にまで拡張した E3MG モデルは、すでに日本の温暖化対策の分析に応用されて




 本研究ではケンブリッジ・エコノメトリクスとケンブリッジ大学が開発した E3MG モデル(Energy-
Environment-Economy Model at the Global level)を用いる。本節では、その特徴を「3 つの選択肢」
の分析に用いられた他のモデルとの比較において簡単に論じる。モデルの詳細は補論 B に示す。 
「3 つの選択肢」のための分析を行った 4 者はいずれも新古典派経済理論に基づく応用一般均衡





























 私たちのアプローチは、前節で述べた 4 機関のものと同様のシナリオ分析である。表 5 に、2030 年
の発電量構成に占める原子力比率（0%、15%、25%）と、1990 年比の CO2 排出量の目標（無し、 
-10%、-15%、-25%）に基づく 12 のシナリオを定義した。原子力比率を 25%に保ち、CO2 削減制約の
ないシナリオ（N25Cn）を「参照シナリオ」とする。 
参照シナリオは 2012 年版の World Energy Outlook (IEA 2012)における経済・エネルギー見通し
とも整合的である。IEA(2012)の数値は 2030 年の原子力比率を 20%程度としているので、IEA の既
存政策シナリオは N25Cn と N15Cn の中間にある。私たちはこの IEA シナリオの結果を E3MG モデ
ルの分類に合致するよう調整し、参照シナリオのキャリブレーションに用いた。 
 
表 5 各シナリオの定義 










原子力 25% N25Cn N25C10 N25C15 N25C25 
原子力 15% N15Cn N15C10 N15C15 N15C25 
原子力 0% N00Cn N00C10 N00C15 N00C25 
注）CO2 削減率は 2020 年における 1990 年比の目標に相当 
 
分析は 2013 年から 2030 年（18 年間）について行う。各シナリオについてのモデル入力値を要約
すれば、以下のとおりである： 
 ・発電量構成比 




 これらは補論 A で詳しく説明されるが、要するに、発電量構成比と CO2 削減目標は表 5 のシナリオ
区分名称に合致し、必要な投資額と発電コストは示したエネルギー・環境会議の示した値（表 2 に記
載）を用いている。なお、発電部門でのエネルギー消費量は外生的に定められているので、モデル上








 モデルの結果として、2030 年までの発電燃料の構成の選択が、日本の CO2 総排出量に大きな影
響を与えることが示唆されている。追加的な政策がなければ、原子力比率が小さくなるほど CO2 排出
量が増えるのは明らかである（表 6 の N15Cn および N00Cn を参照）。他方、日本の総排出量に上限
が定められれば、発電部門以外の全ての部門に対し排出削減を促すために炭素税が課されることに
なる。火力発電の増加などによって発電部門の排出量が増えれば、他の部門は排出量をさらに削減
せねばならず、炭素税率の上昇につながる。表 6 は、各シナリオで 2020 年の排出削減目標を達成
するのに必要な炭素税率が示されている。 
 
表 6 各シナリオの CO2 排出量および炭素税率 
 2030 年の原子力比率 1990 年比 CO2 削減率  2020 年炭素税率(円/tCO2) 
N25Cn 25% -3.8 0 
N15Cn 10% -2.7 0 
N00Cn 0% -1.1 0 
N25C10 25% -10.0 5,582 
N15C10 10% -10.0 7,462 
N00C10 0% -10.0 9,285 
N25C15 25% -15.0 14,773 
N15C15 10% -15.0 17,292 
N00C15 0% -15.0 20,262 
N25C25 25% -25.0 45,034 
N15C25 10% -25.0 49,801 
N00C25 0% -25.0 56,838 
出典： E3MG (Cambridge Econometrics)の分析結果 




のではなく、N25Cn と N00Cn を比較すれば 2020 年に 2.7%ポイントの差が生じることになる。2030 年
における両シナリオ間の差はおよそ 2 倍になる。しかしながら、原子力比率 25%を維持したとしても、









 ・新規発電所への投資（補論 A を参照） 
 ・CO2 削減目標達成に必要な炭素税率（上述） 
 ・炭素税収の還元方法 
 










表 7 原子力比率の抑制がマクロ経済にもたらす影響(2030 年、N25Cn シナリオとの差、％) 




実質 GDP 0.00 -0.04 
雇用 0.01 0.07 
消費 0.00 -0.38 
投資 0.10 1.47 
輸出 0.00 -0.01 
輸入 0.08 0.43 
物価水準 0.00 0.33 
CO2 排出量 2.65 6.42 






できる。表 8 に示すように、このような環境税制改革が GDP に与える効果は最大約 0.8%のプラスで
ある（2030 年、N25Cn との差）。この場合、CO2 削減目標が大きく、炭素税率が高くなり炭素税収が大
きくなるほど、GDP へのプラス効果は「二重の配当」によって大きくなる。 
 







GDP 0.24 0.45 0.79 
雇用 0.07 0.14 0.26 
消費 0.34 0.67 1.20 
投資 0.05 0.10 0.18 
輸出 -0.02 -0.05 -0.09 
輸入 -0.03 -0.01 0.06 
物価水準 0.25 0.65 1.63 
炭素税率 (yen/tCO2) 5,582 14,773 45,034 
出典： E3MG (Cambridge Econometrics)の分析結果 
 
表 9 原子力比率を 15%に引き下げた場合に、CO2 削減目標達成がマクロ経済にもたらす影響







GDP 0.29 0.50 0.82 
雇用 0.09 0.16 0.27 
消費 0.43 0.75 1.25 
投資 0.06 0.11 0.18 
輸出 -0.02 -0.05 -0.10 
輸入 -0.02 0.00 0.06 
物価水準 0.33 0.73 1.79 
炭素税率(yen/tCO2) 7,462 17,292 49,801 
出典： E3MG (Cambridge Econometrics)の分析結果 
 
表 10 原子力をゼロにした場合に、CO2 削減目標達成がマクロ経済にもたらす影響(2030 年、







GDP 0.34 0.55 0.86 
雇用 0.11 0.18 0.29 
消費 0.50 0.81 1.33 
投資 0.08 0.13 0.20 
輸出 -0.04 -0.06 -0.12 
輸入 -0.02 0.01 0.09 
物価水準 0.40 0.81 1.95 
炭素税率 (yen/tCO2) 9,285 20,262 56,838 

















図 1 各シナリオにおける実質 GDPへの影響（ 2030年、 N25Cn との差） 
 
出典： E3MG (Cambridge Econometrics)の分析結果 
 















に値する（Park et al. 2012, p. 4）。 
 
表 11 産業部門別の生産額影響 (2030 年) 
N00Cn 対 N25Cn (脱原発の影響)  N00C25 対 N00Cn (高い炭素税の影響) 
ガス供給 (Gas Supply) 8.3 宿泊配膳業 (Hotels & Catering) 6.5 
金属製品 (Metal Goods) 3.2 その他企業サービス (Other Business Services) 3.9 
機械工学 (Mech. Engineering) 3.1 通信 (Communications) 3.8 
基礎金属 (Basic Metals) 0.9 繊維・衣料 (Textiles & Clothing)  3.4 
電子 (Electronics) 0.4 農業 (Agriculture) 2.5 
：  ：  
通信 (Communications) -0.4 電機工学 (Electrical Engineering) 0.2 
繊維・衣料 (Textiles & Clothing)  -0.4 教育 (Education) -0.2 
小売(Retailing) -0.4 機械工学  (Mech. Engineering) -0.3 
その他起業サービス (Other Business Services) -0.2 基礎金属 (Basic Metals) -0.6 
宿泊業(Hotels & Catering) -0.2 ガス供給 (Gas Supply) -14.6 
出典： E3MG (Cambridge Econometrics)の分析結果 
 
8. 結論 










が見られる。原発 15%シナリオでは GDP は全く変化しない。シナリオ間の差が僅かな理由は、原発ゼ
ロシナリオでは、追加的な再生可能エネルギーの投資に伴う有効需要の増加が、雇用や実質 GDP
を下支えするためである。これは従来の CGE モデルの分析結果とは大きく異なる点である。 
一方、ゼロシナリオにおいて 2020 年の温室効果ガス削減目標（1990 年対比-25%）を達成するた













補論 A 新規発電所の投資コストの推計 
 
 発電量構成は外生的な想定値としてシナリオ分析に用いられる。この点についておもな情報源は「3
つの選択肢」の英語版(The Energy and Environment Council 2012b)であり、以下で説明する仮定は
特に断りの無い限りすべてこれに基づいて設定した。表 A1 は 2030 年の発電量の構成を示したもの
である。総発電量は 1000 兆ワット時(1000TWｈ)と仮定されるので、表 A2 に示すようにシナリオごとの
電源別発電量を簡単に計算できる。 
 
表 A1 2030 年の発電量の構成 
 原子力 25%シナリオ 原子力 15%シナリオ 原子力 0%シナリオ 
原子力 25 15 0 
再生可能エネルギー 25 30 35 
石炭 18 20 21 
ガス 27 29 38 
石油 5 6 6 
出典：The Energy and Environment Council (2012b). 
 
表 A2 2030 年の電源別発電量(括弧内は 2010 年値からの追加量) (TWh) 
 2010 年  原子力 25% 原子力 15% 原子力 0% 
原子力 290  250 (124*) 150 (0) 0 (0) 
再生可能エネルギー 110  250 (140) 300 (190) 350 (240) 
天然ガス 320  270 (0) 290 (0) 380 (80) 
その他化石燃料 390  230 (0) 260 (0) 270 (0) 
出典： The Energy and Environment Council (2012b) 
注： 原発寿命を 40 年に制限した場合の追加量。 
 
私たちの試算では、既存の原発に 40 年の運転年数制限が適用された場合、原発比率 25%を
























• 既存発電所の発電単価(2010 年) 
この二つの値の差を、資本コスト（投資コスト）と見なす。2010 年においてこれは、太陽光について
は 28 円/kWh、陸上風力は 10 円/kWh、バイオマスは 2.4 円/kWh である。 
しかしながら、「3 つの選択肢」（英語版）では風力や太陽光の費用が 2030 年までにさらに低下する
ことも想定されている。 これは投資コストの低下によるものと考えられるので、我々の計算上は、2010
年と 2030 年のコストの平均値を用いる。つまり、太陽光の発電単価は 16.5 円/kWh、陸上風力の発電
単価は 9.8 円/kWh となる。 
 洋上風力については既存設備がほとんど存在しないので、データ上の 2020 年における陸上風力と
洋上風力の差額を、陸上風力のコストに上乗せして求めた。その際、その差額は全て投資コストの差
によるものとみなせば、洋上風力の投資コストは 12.9 円/kWh となる。2030 年までのコスト低下はごく
僅かであると考えられる。 
 原子力比率ゼロのシナリオでは、ガス火力の比率が 38%まで上昇するので、ガス火力発電所の追





 原子力 25%シナリオでは、原発の耐用年数を 40 年に制限すれば、ある程度の原発を新規建設す








 以上の前提から、2013～2030 年の総投資額を計算することができる。2013 年には再生可能エネル
ギーからの発電はごく少ないので、それに対する投資額も少ない。しかし、この投資額は 2030 年に向
けて直線的に増加する。従って 18 年間の投資総額は、A4 に示した 2030 年の投資額を 18 倍し、2
で割ったものとする（例えば、原発ゼロシナリオでは 2685[億円/年]×18[年]÷2≒24.2[兆円]）。ただ
し、新規原発については耐用年数 40 年ルールに基づいて新規発電所を整備することを想定した、若
干異なる計算方法をとっている（その結果、2.2 兆円の投資となる）。投資総額は表 A4 に示す。 
 
表 A3 新規追加発電量と投資費用単価、2030 年 








原子力 124 0 0 2.5 
太陽光 62.8 62.8 68.3 16.5 
陸上風力 62.0 62.0 86.0 9.8 
洋上風力 7.6 32.6 42.85 12.9 
バイオマス 7.6 32.6 42.85 2.4 
天然ガス 0 0 60 1.0 
総量 264 190 300  
Source: The Energy and Environment Council (2012b) 
 
表 A4 シナリオ別追加投資額、2030 年 
10 億円/年 原子力 25％シナリオ 原子力 15%シナリオ 原子力 0%シナリオ 
原子力 310 0 0 
太陽光 1036 1036 1127 
陸上風力 608 608 843 
洋上風力 98 421  553 
バイオマス 18 78 103 
天然ガス 0 0 60 
総額 2070 2143 2685 
出典：The Energy and Environment Council (2012b). 
 
表 A5 シナリオ別追加投資総額、2013～2030 年 
 新規発電所 送電網整備 エネルギー効率化 総計 
原子力 25% 18.0 兆円 
(再生 15.8, 原発 2.2) 
3.0 兆円 80 兆円 101.0 兆円 
原子力 15% 19.3 兆円 3.4 兆円 80 兆円 102.7 兆円 
原子力 0% 24.2 兆円 5.2 兆円 100 兆円 129.4 兆円 
注：値は筆者による計算（上述）。送電網とエネルギー効率化の投資額は本文表 2 に示された値に等しい。 
 
表 5 は新規発電所への投資に加え、送電網への投資額（3～5 兆円）とエネルギー効率化（80







上乗せする。2010 年の「発電コスト」は 8.6 円/kWh であるのに対し、2030 年には原子力ゼロシナ
リオで 15.1 円/kWh （＋6.5 円/kWh）、原子力 15%および 25%のシナリオで 14.1 円/kWh（＋5.5
円/ｋＷｈ）であり、その差はわずか 1 円/kWh である。ちなみに、上記の表 A4 の投資総額を




表 A6 発電単価、送電網整備単価、エネルギー効率化単価 (円/kWh) 
  発電単価 
(うち新規) 送電網整備 エネルギー効率化 
合計 
(原子力 25%との差) 
原子力 25%  14.1 (2.07) 0.17 4.44 18.7 (-----) 
原子力 15% 14.1 (2.15) 0.19 4.44 18.7 (+0.0) 
原子力 0% 15.1 (2.71) 0.29 5.56 21.0 (+2.2) 
出典：筆者による計算 




















補論 B E3MGモデルの概要 
 
イントロダクション 
補論 A では、分析に用いた E3MG モデルの概要について可能な限り簡潔に説明する。より詳しく
は、Barker et al (2005)およびウェブサイト(www.e3mgmodel.com)を参照されたい。 
  
モデルの基本構造 







 現在の E3MG のバージョンは 22 の国や地域からなるが、本分析では日本だけに注目している。

































Richard Stone が定式化し、European Communities et al (2009)の中で公式発表されたものである。






















国際的なデータセットに基づいて、1970 年から 2010 年までをカバーする巨大な時系列データベース




主なエネルギーデータの情報源は IEA である。CO2 排出量も IEA の値と整合的なものとした。 
E3MG は 22 種の方程式集合からなる（それぞれが部門別・国別に細分化されている）。これらは
GDP、価格、労働市場、およびエネルギー需要などの構成要素を表している。推定方式は、これまで




 方程式の関数型は共和分および誤差修正モデルに基づくもので、とりわけ Engle and Granger 










E3MG は過去数十年間にわたり開発が続けられてきた。現在では EU レベルで政策分析に採用さ
れ、例えば EU が温室効果ガス削減目標を 30%にした場合の影響に関する 2010 年の欧州委員会報
告書(Communication)に用いられている(European Commission, 2010)。また、このモデルは各種の
国際的な気候変動政策や、英国の低炭素戦略を評価するのにしばしば用いられている(Barker et al. 
2005, 2006, 2008; Barker and Scrieciu 2009; Dagoumas and Barker, 2010)。また最近では IEA の
450ppm シナリオ(IEA, 2010)を評価するために活用された(Barker et al. 2012, forthcoming)。 
日本については、2020 年までに GHG を 1990 年比で 25%削減するとした日本のコペンハーゲン












脱原発シナリオに関する 4 機関の分析がいずれも CGE モデルを用いていることから、彼らと私たち
の分析の性質の違いに注意しておく必要がある。詳しくは、日本の気候変動政策を分析した論文で
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